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国別開発協力方針　別紙

対ヨルダン・ハシェミット王国　事業展開計画

基本方針
（大目標）

　安定の維持と産業基盤の育成

重点分野１
（中目標）

持続可能な経済成長に向けた基盤整備

2023 2024 2025 2026 2027

開発課題１－１
（小目標）

包摂的かつ持続可
能な経済成長の基

盤整備

【現状と課題】
　ヨルダンには成熟した産業が少なく、依然として海外への出稼ぎ労働者からの送金及びドナー国からの支援に依存する傾
向が強い。ヨルダンの失業率は21.4%（2023年末）と高く、特に人口の約60％を占める29歳以下の若年層の雇用が大きな課
題となっている。令和4年6月にアブドッラー国王が発表した「経済近代化ビジョン」において、持続可能で包摂的な経済成長
を促進し、今後10年間で100万人の新たな雇用を創出することが掲げられている。そのような中で、貴重な外貨収入が見込
まれる観光産業や国内に豊富な人的資源を抱えているデジタル産業に対するヨルダン政府の期待は大きい。
　また、成熟産業が少ないことによる歳入の伸び悩みと莫大な数のシリア難民に対応するための財政支出の増大が相まっ
て、近年ヨルダン政府は毎年多額の財政赤字を抱えており、不足分をドナーや市場からの借り入れで賄っていることから、
公的債務が増加している。さらに、観光業をはじめ、新型コロナウイルス感染症による影響から徐々に回復してはいるもの
の、インフレ等世界経済の不透明な見通しの影響を受けており、経済を再活性化していく必要がある。

【開発課題への対応方針】
　包摂的かつ持続可能な経済成長の実現に向け、特に観光・デジタル産業等の振興に取り組み、知識集約型
産業・輸出志向型産業への構造転換及び雇用機会の創出を支援する。観光は、COVID-19の影響により当面
落ち込んだものの、将来的に引き続きヨルダンの主力産業である。これまでの協力アセットが積みあがっている
分野でもあり、観光レジリエンスの強化、持続可能な観光開発、地域連結性の観点等も踏まえて、今後も継続
的な協力を行う。ICT分野は他のセクターにおける効率性向上や効果増大に資するため、他事業との連携を積
極的に検討する。
　また、都市部は経済発展の中核を担うことが期待されることから、持続可能な都市開発と産業の発展に向け
て支援する。特に、アカバではスマートシティコンセプトを取り入れた計画策定に協力しており、かかるマスター
プランを軸に、アカバの持続可能な都市開発と産業の発展に向けて協力を継続する。
　ディーセントワークの促進に向け、過去の支援のアセットを活用し、第三国研修を通して周辺地域に普及する
協力を実施する。

協力プログラム名 スキーム

実施期間
支援額

（億円）
SDGs

個別専門家

現地国内研修

2028

年度
以前

年度 年度

案件名

産業振興・貿易促進アドバイザー

ハイブリッドカー(HV)／電気自動車(EV)整備工にかかる技術教育改善のための指導員研修

ペトラにおける観光開発マスタープラン策定プロジェクト

観光セクターに係る情報収集・確認調査

投資促進アドバイザー

産業人材育成・雇用拡充分野の海外協力隊

観光、経済政策分野の課題別研修

持続可能な観光開発（2021～2023年度）

持続可能な観光開発（2024～2026年度）

AIエコシステム促進プロジェクト

日本におけるAI活用事例

ASEZ都市開発マスタープラン更新プロジェクト

ICT、都市計画分野の課題別研修
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6課題別研修他

JOCV 4,11,17

6無償

3,6,13

23.79 6

持続可能な水資源
の利用・管理と環境

保全プログラム

無償

技プロ

150.00 7, 13

無償

有償

8.97 7

7

7,13

7

7,13

無償

7,13

個別専門家

備考2023

年度
以前

2024

年度
2025

年度
2026

年度
2027

年度
2028

年度

課題別研修他

有償

開発課題１－２
（小目標）

ライフラインの強靱
性強化

【現状と課題】
　ヨルダンの国土は、気候変動の影響を受けやすい乾燥地又は半乾燥地に分類される。国土の90％以上が年間降水量
200mm以下であり、国民一人当たりの年間水資源量は約60m3と極めて少ない。一方、人口の自然増加に加え、シリアを始
めとする近隣諸国からの難民・避難民の流入に伴い水資源が逼迫しているため、新たな水資源の開発と有効・公平な利用・
分配がヨルダンにおいて最も重要な課題の一つとなっている。また、水資源が偏在していることから送配水のために大量の
エネルギーが必要となっており、ヨルダン国内では無収水率が高いため、貴重な水資源を有効に利用できていないうえ、国
内に3社ある水道公社の収益をひっ迫している。
　エネルギーについては、一次エネルギーの97％を輸入に依存しており、主に隣国エジプトからの安価な天然ガスの輸入に
頼っていた。しかし、2011年のエジプトからの断続的なガス供給停止による発電コスト増加及び政策的に抑えられた電気料
金によって、ヨルダン電力公社（NEPCO）の収支は著しく悪化し債務が積みあがった。その後、再生可能エネルギー（再エ
ネ）導入促進や燃料調達の多様化、エジプトからのガス輸入再開（2019年）イスラエルからのガス輸入（2020年～）が進めら
れ、エネルギーの安全保障面では改善が見られたものの、累積債務の解消には至っていない。また、再エネの導入が進ん
だ結果、国内の発電容量のうち約29%を再エネが占めるまでに増加したが、昼間は余剰電力が発生し、有効に活用されてい
ないほか、系統の老朽化による電力供給の不安定化が課題となっている。
　加えて、国内電力消費量の16％を水セクターが占めており、ヨルダン水公社（WAJ）はNEPCOの最大の顧客である。更に、
「アンマンーアカバ海水淡水化・送水プロジェクト（AAWDCP）」の検討が進められており、更に電力消費量が増えることが予
想される。
　これらを踏まえ、気候変動への対策及び水・電力の連携（ネクサス）に配慮しながら、社会のライフライン基盤における強靱
性を強化していくことが求められている。

【開発課題への対応方針】
　自立的な国家運営の根幹をなす水やエネルギーといったライフラインの強靭性強化を目的とし、気候変動対
策やエネルギー安全保障の観点から、主に水資源及びエネルギー分野において協力を実施する。水資源分野
については、難民の流入等により加速した人口増加に対応した水供給計画の策定、水資源の開発・持続可能
かつ効率的な利用のための施設整備や運営維持管理・配水管理能力の向上、無収水率の削減のための技術
移転に取り組む。エネルギー分野については、電力の安定供給を実現するための蓄エネルギーや系統運用機
能の強化、省エネ対策、隣国との融通の強化、エネルギー源の多様化、需要側対策としてのEV導入促進等を
支援するとともに、財務状況を改善するための資金調達・管理等を始めとする組織経営管理能力の強化に関
する支援を実施する。また、廃棄物の適切な管理に向けた取り組みへの支援を検討する。

協力プログラム名 スキーム

実施期間
支援額

（億円）
SDGs

16

包摂的かつ持続可
能な産業振興プロ

グラム

グリーン・トランス
フォーメーション

（GX）促進プログラ
ム

技プロ

長期研修

技プロ 11

開発課題１－１
（小目標）

包摂的かつ持続可
能な経済成長の基

盤整備

適切な土地管理のための電子基準点（CORS）構築プロジェクト

住民参加型の地方行政（2021～2023年度）

案件名

ゼロ・エネルギー・ビル及びゼロ・エネルギー・ハウス導入促進プロジェクト

ヨルダン・イラク・エジプトにおける地域間協力のための電力エネルギーセクターアドバイザー

ムワッカル太陽光発電事業

電力、エネルギー政策及び気候変動適応分野の課題別研修他

電力系統運用能力強化計画準備調査

電力系統運用能力強化計画

電力セクター改革及び強靭性強化プログラム・ローン（フェーズ２）

ザイ給水システム改良計画

南部地域無収水対策能力強化プロジェクト

マアン県における給水制御システム導入計画準備調査

環境教育分野の海外協力隊

水分野の課題別研修他

経済社会開発計画
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UNOPS、UNHCR、
WFP、FAO、UNDP、
UNFPA、UNRWA

マルチ

4草の根技協

8,10基礎情報調査

3個別専門家

技プロ 2.99 3

24.12 6無償

4,10長期研修

4,10

 難民及びホストコ
ミュニティ支援プロ

グラム

JOCV

2.20百万USD 4,10日本NGO

草の根無償 0.10 1,8

3

4,10

草の根無償 0.15

JOCV 3,4,5,10

技プロ 4.00

長期研修 2

課題別研修他

2長期研修

4,10

支援額

（億円）
SDGs 備考2023 2024 2025 2026 2027 2028

年度
以前

年度 年度 年度 年度 年度

3

重点分野２
（中目標）

国内及び周辺地域の安定化促進

開発課題２－１
（小目標）

国内の安定化促進

【現状と課題】
　ヨルダンでは、障害者、難民、女性等の社会的脆弱層の社会進出が進んでおらず、国内の経済格差が拡大している。国と
しては中所得国に位置づけられているものの、貧困率は15.7%、人口の約７割の月収が500ヨルダン・ディナール以下と、深
刻な経済格差が存在している。労働市場に目を向ければヨルダンの女性の労働参加率は13%と世界最下位クラスであり、女
性のエンパワメントは、人間開発の観点だけではなく経済成長の観点からも重要な課題である。ヨルダンはこれまで比較的
安定した社会秩序を維持してきたが、このような格差を放置することは、国内の不安定化や過激派の台頭につながる可能
性がある。中東地域全体の安定化のためにも、ヨルダンの安定の維持が重要であることから、ヨルダンが抱えている様々な
格差の是正を図る必要がある。
　障害者に関しては、人口の10～15%が障害者とされているが（その多くが高齢者）、特に難民はその割合が高く、シリア難
民の約3割が身体もしくは精神に障害を抱えているとされている。
  また、ヨルダンでは、学校における体罰、いじめ、暴力問題に加えて、シリアを含めた近隣諸国からの難民の流入により、
学校や教員不足が問題となっている。国家教育戦略計画（2018-2022）において、インクルーシブ教育の推進が明記されて
いるが、障害児の不登校割合は依然として高く、脆弱層を含めた子どもへの平等な教育機会の確保や教育の質の担保が
課題となっている。

【開発課題への対応方針】

　障害者、難民、女性等の社会的脆弱層向けの支援については、教育及び精神保健分野での技プロに加え、
課題別研修やJICA海外協力隊とも連携しながら、より深い信頼関係の構築と日本人の顔の見える支援の浸透
を図っていく。また難民およびホストコミュニティ支援プログラムとの連携についても視野に入れる。教育につい
ては、日本が得意とする非認知能力向上・社会性育成を主眼とした基礎教育支援や子どもたち一人ひとりが尊
重され、安心して学習できる環境づくりを通じた就学継続の促進支援を実施する。
　また、東日本大震災等の災害の影響を受けた人々への精神保健・心理社会的支援（MHPSS: Mental Health
and Psychosocial Support）を通じて得られた知見を活用し、難民を含む子供を対象としたMHPSS分野での協
力を行う。
　パレスチナ難民向けの支援については、過去10年以上にわたり技術協力（個別専門家含む）を実施してお
り、今後はJICA海外協力隊の派遣により、これまで築いたアセットの上に草の根レベルの協力を実施していく。

協力プログラム名 スキーム

実施期間

脆弱層支援・社会
的格差の是正プロ

グラム

課題別研修他

案件名

障害者支援・教育分野の課題別研修他

保健分野の課題別研修他

食糧安全保障のための農学ネットワーク　（Agri-Net）　（2021～2023年度）

食糧安全保障のための農学ネットワーク　（Agri-Net）　（2024～2026年度）

学習環境改善を通じた初等教育退学抑止プロジェクト

障害者支援・教育分野の海外協力隊

草の根・人間の安全保障無償資金協力（医療機材等の供与）

草の根・人間の安全保障無償資金協力（職業訓練用機材の供与）

イルビッド県における脆弱層に向けた初等・中等教育の就学・学習支援体制l強化事業

パレスチナ・シリア難民支援の海外協力隊

シリア平和への架け橋・人材育成プログラム（JISR)

第二次北部地域シリア難民受入コミュニティ水セクター緊急改善計画

難民を含む子どもに対するコミュニティレベルの精神保健・心理社会的支援の強化プロジェクト			

難民を含む子どもに対するコミュニティレベルの精神保健・心理社会的支援の強化

中東地域難民の経済活動に係る情報収集・確認調査

特別活動の継続的実施と普及のための基盤整備事業

ヨルダンにおける人道・社会安定化支援
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20230 20235 20240 20245 20250 20255 20260 20265 20270 20275 20280 20285

20230 20235 20240 20245 20250 20255 20260 20265 20270 20275 20280 20285

20230 20235 20240 20245 20250 20255 20260 20265 20270 20275 20280 20285

20230 20235 20240 20245 20250 20255 20260 20265 20270 20275 20280 20285

【凡例】　「協準」（＝全ての協力準備調査）、「詳細設計」（＝詳細設計）、「基礎情報調査」（＝基礎情報収集・確認調査）、「技プロ」（＝技術協力プロジェクト）、「開発計画」（＝開発計画調査型技術協力）、「個別専門家」、「個別機材」、「国別研修」、「課題別研修他」（＝課題別研修及び青
年研修、長期研修）、「JOCV」（＝JICA海外協力隊）、「第三国専門家」、「第三国研修」、「現地国内研修」、「科学技術」（＝科学技術協力（技プロ型及び個別専門家型、SATREPS））「草の根技協」（＝草の根技術協力）、「○○省技協」（＝外務省・JICA以外の省庁及び独立行政法人等が実施して
いる技術協力）、「民間提案型技協」（＝開発途上国の社会・経済開発のための民間技術普及促進事業）、「SDGs調査」（＝途上国の課題解決型ビジネス（SDGsビジネス）調査）、「無償」（＝以下に特記するサブ・スキームを除く全ての無償資金協力）「食糧援助」（＝食糧援助）、「一般文化」（＝一
般文化無償資金協力）、「草の根文化」（＝草の根文化無償資金協力）、「緊急無償」（＝緊急無償資金協力）、「日本NGO」（＝日本NGO連携無償資金協力）、「草の根無償」（＝草の根・人間の安全保障無償資金協力）、「有償」（＝円借款、海外投融資）、「マルチ」（＝国際機関等を通じた多国間協
力スキーム）、「基礎調査」（＝中小企業・SDGsビジネス支援事業「基礎調査」）、「案件化調査」（＝中小企業・SDGsビジネス支援事業「案件化調査」）、「普及・実証・ビジネス化事業」（＝中小企業・SDGsビジネス支援事業「普及・実証・ビジネス化事業」、「ニーズ確認調査」（＝中小企業・

SDGsビジネス支援事業「ニーズ確認調査」）、「ビジネス化実証事業」（＝中小企業・SDGsビジネス支援事業「ビジネス化実証事業」）、実線「―――」（＝実施期間）、破線「- - - -」（＝実施予定期間）　※この凡例にない略語を使用する場合は凡例に当概略語を記載したうえで使用する。

【SDGsゴールの説明】1「貧困」、2「飢餓」、3「保健」、4「教育」、5「ジェンダー」、6「水・衛生」、7「エネルギー」、8「経済成長と雇用」、9「インフラ、産業化、イノベーション」、10「不平等」、11「持続可能な都市」、12「持続可能な消費と生産」、13「気候変動」14「海洋資源」、15「陸上
資源」、16「平和」、17「実施手段」
【SDGsの詳細】https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/sdgs/pdf/SDGs_pamphlet.pdf

5.00 11 治安体制強化無償

開発課題２－２
（小目標）

地域の連結性強化

【現状と課題】
　ヨルダンは、政情や治安が不安定な中東地域にあって、アラブ諸国のみならず欧米やイスラエルとも交渉のチャンネルを
持ち、中東和平に向けて建設的な役割を担う国の一つとして、我が国の対中東政策において重要な位置づけにある。特に
デジタルやエネルギ－等の分野における地域のハブとしての役割を促進しており、ヨルダン国内の安定のみならず、近隣諸
国との関係を強化することで、地域の安定化に更に貢献することが期待されている。
　加えて、ヨルダンは、中東地域の中では教育・技術レベルが比較的高い上、日本の技術協力の成果により蓄積された知見
を近隣諸国に普及することができるため、ヨルダンが擁する人材を活かして、近隣諸国の開発に貢献することも期待されて
いる。中でも、ヨルダンは、イスラエル・パレスチナ間の和平を目指す上で、双方の関係を考慮しつつ、パレスチナの経済的
自立を促進する中長期的な取組「平和と繁栄の回廊」構想を支援する重要な役割を担っており、この取組の一環では、パレ
スチナ（ジェリコ地域）からヨルダン国内への物流の促進、また、将来的にはヨルダン及びパレスチナの観光資源を連携させ
た地域観光の促進に期待が寄せられている。

【開発課題への対応方針】
　「平和と繁栄の回廊」構想の一環として、ヨルダンを通じてパレスチナの経済的自立を促す。2004年に結ばれ
た「日・ヨルダン・パートナーシップ・プログラム」（JJPP）に基づき、パレスチナ、イラク、イエメン等の人材を育成
するためにヨルダンで研修事業を行ってきており、引き続き各国との信頼醸成を推進する。また、国境施設・税
関治安施設への支援を通じて、政情・治安の安定化を図る。

10.00 11 治安体制強化無償

17.03 11無償

16課題別研修

9,16第三国研修

8, 16第三国研修

7,9,16第三国研修

9,16第三国研修

9,16第三国研修

7,9,16第三国研修

第三国研修 11

第三国研修 7, 9, 16

6, 16

12, 16第三国研修

6, 8

年度 年度 年度

地域間交流の促進
と「平和と繁栄の回
廊」構想プログラム

技プロ

備考
2023 2024 2025 2026 2027 2028

年度
以前

年度 年度

協力プログラム
名

スキーム

実施期間
支援額

（億円）

SDGs

第三国研修パレスチナ向け上下水道管理技術向上

パレスチナ向け「電力」フェーズ 5

パレスチナ向け「消防」

イエメン向け「電力分野人材能力向上」

イエメン向け農業・水管理能力向上

イラク向け警察分野人材能力向上フェーズ３

イラク向け電力分野技術・能力向上フェーズ２

イラク向け労働安全衛生能力向上

イラク向け農業・水管理能力向上

治安対策分野の課題別研修

アカバ税関治安対策強化計画

経済社会開発計画

経済社会開発計画

案件名

ヨルダン・日本・イスラエル三角協力：ヨルダン先進農業技術の導入計画プロジェクト フェーズ３

パレスチナ向け農産品貿易促進のための食品安全及び検疫分野の能力開発


